
（法人名）

医療連携推進認定基準に適合の可否について

１ →

２ →

（経理的基礎）
・　財政基盤の明確化について

・　経理処理、財産管理の適正性について

（技術的能力）
・　業務実施のための技術、専門的人材や設備等の能力の確保について

３ →

（経理等に関する明細表）

① 社員等の施設の利用明細 →

② 社員等に対する貸付金の明細 →

③ 社員等に対する譲渡資産の明細 →

④

⑤ 社員等からの借用物件の明細

⑥ 社員等からの借入金の明細 →

⑦ 社員等からの譲受資産の明細 →

⑧ その他財産の運用及び事業の運営 →

◎　認定基準の適合の可否　（詳細別紙） 適

◎　保健医療協議会での審議状況等
保　健　医　療　協　議　会　名　称 開　催　日 審　議　結　果

大阪府大阪市保健医療連絡協議会 令和8年2月12日 同　意

意　　　　　見　　　　　等

認定後、地域医療連携推進法人は、保健医療協議会等の求めに応じ、活動状況を報告すること

令和7年12月18日
令和10年7月31日
（2年自動更新）

無償 参加法人

一般社団法人大阪市北部東部メディケアネット

社会医療法人ONE FLAG 法人本部事務所 鉄骨造 352.05㎡ 事務所

借用年月日 借用期間 賃借料 特殊の関係 備　考

貸主の氏名又は名称 物件名 地目、構造、規格等 面積数量 用　途

前田　真吾 事務 -

該当なし

該当なし

該当なし

非常勤 職員 無

村上　仁士 理事職務の監査 - 非常勤 監事 無

天野　克彦 医療連携推進業務 - 非常勤 理事 無

佐々木　庸 医療連携推進業務 - 非常勤 理事 無

給与の支給の
有無

牧　恭彦 法人代表 - 非常勤 代表理事 無

当該一般社団法人の業務に従事している従業員等の明細

氏　　　名 職務内容 就任年月日
常勤又は

非常勤の別
当該一般社団法

人との関係

その他財産の運用及び事業の運営 事務室（使用貸借） 無

該当なし

該当なし

該当なし

資産の譲渡 無

給与の支給 無

金銭の貸付け 無

業務上、支出は会議費、通信費、印刷代など事務的経費が主体となり、多額にならない見込みのため、参加法人の会費で
充当予定。

　地域医療連携推進法人会計基準に従い、適切な経理処理を行う旨を示している。

人材、医療機器等ともに専門的な治療・診断に資している。

社員等に対し特別の利益を与えないこと 適
区　　分 社員等に対する利益供与の内容 特別の利益の有無

医療連携推進業務を主たる目的としていること（事業比率５０％超） 適

事業比率の見込み 71.00%

医療連携推進業務を行うのに必要な経理的基礎及び技術的能力を有していること 適

施設の利用 無

田中　寿幸 事務 - 非常勤 職員 無

奥谷　智博 事務 - 非常勤 職員 無

津々浦　暁 事務 - 非常勤 職員 無

大崎　勝弘 事務 - 非常勤 職員 無

資料４－４



４ →

①

②

③

５ →

６

③ 暴力団員等がその事業活動を支配するもの 無

禁錮以上の刑に処せられ、その刑の執行を終わり、又は刑の執行を受けることがなくなった日
から５年を経過しない者

無

ニ
暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴力団員又は暴
力団員でなくなった日から５年を経過しない者（以下「暴力団員等」という。）

無

②
医療法第70条の２１第１項又は第２項の規定により医療連携推進認定を取り消され、その
取消しの日から５年を経過しないもの

無

①　理事及び監事のうち、次のいずれかに該当する者の有無

イ
地域医療連携推進法人が医療連携推進認定を取り消された場合において、その取消しの原
因となった事実があった日以前１年内に当該地域医療連携推進法人の業務を行う理事であっ
た者でその取消しの日から５年を経過しないもの

無

ロ
医療法その他保健医療又は社会福祉に関する法律で政令で定めるものの規定により罰金以
上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から起算して５年
を経過しない者

無

ハ

医療法第７０条の４第１号イからニまでのいずれにも該当しないことを証する書類
→ 適

医療法第７０条の４第２号及び第３号のいずれにも該当しないことを証する書類

区　　　　　　　分 事実の有無

理　　事 ３人
1人 25.00%

監　　事 １人

各役員の親族等の割合が役員総数の３分の１を超えないこと 適

総　数　　　①
最も人数の多い親族等の
グループの人数　　　②

親族等の割合

②　／　①

総議決権数　（①～③の合計）　・・・　A 3

参加法人の議決権の構成割合　（第８号） 　　①　＞　②

参加法人の議決権の構成割合　（第１１号） 　　[（①＋②）／　A　]　＞　０．５

病院等を開設する参加法人 3

社員１名につき１個の議決権介護施設等を開設する参加法人 0

その他の社員 0

参加法人の構成等 適

区　　分 議決権数 社員総会における議決権の状況


